
事 務 連 絡 

令 和 ３ 年 ３ 月 31 日 

 

各都道府県私立学校主管部課 御中 

 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課 

 

私立学校への入学時における保証人契約の適正化について 

 

 総務省四国行政評価支局による「国立高等専門学校及び国立大学への入学手続時に求め

られる保証人に対する保証内容の具体化」に係る抽出調査（令和３年１月27日公表）及びそ

の後行われた総務省行政評価局による全国の国立大学に対する調査の結果，国立大学及び

国立高等専門学校への入学時における保証人契約において，保証人に求める内容を保証書

等に具体的に示していないものや，平成29年の民法改正に伴う保証人契約における極度額

の記載に対応していないものなどが複数見受けられ，全国的な課題であることが明らかに

なりました。 

このため，文部科学省から各文部科学大臣所轄学校法人に対し，別添のとおり，設置する

大学及び高等専門学校の入学時における保証人契約の適正化や，今般の調査結果における

総務省の指摘事例等も参考に，令和２年６月３日付け私学行政課事務連絡により示した民

法改正への対応に係る留意事項を含め，適切に対応されるよう要請したところです。 

各都道府県私立学校主管部課におかれては，別添の要請や参考資料の内容を参考に，所轄

の学校に対して，入学時における保証人契約にかかる対応に遺漏のないよう，周知されるよ

うお願いします。 

 

【本件問い合わせ先】 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課法規係・企画係 

電話：03-5253-4111（内線 2533） 

E-mail：sigakugy@mext.go.jp    
 

mailto:sigakugy@mext.go.jp


事 務 連 絡 

令 和 ３ 年 ３ 月 31 日 

 

各文部科学大臣所轄学校法人担当課 御中 

 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課 

文部科学省高等教育局専門教育課 

 

私立大学又は私立高等専門学校への入学時における保証人契約の適正化について 

 

 総務省四国行政評価支局による「国立高等専門学校及び国立大学への入学手続時に求め

られる保証人に対する保証内容の具体化」に係る抽出調査（令和３年１月27日公表）及びそ

の後行われた総務省行政評価局による全国の国立大学に対する調査の結果，国立大学及び

国立高等専門学校への入学時における保証人契約において，保証人に求める内容を保証書

等に具体的に示していないものや，平成29年の民法改正に伴う保証人契約における極度額

の記載に対応していないものなどが複数見受けられ，全国的な課題であることが明らかに

なりました。 

このため，文部科学省から各国立大学法人，独立行政法人国立高等専門学校機構から各国

立高等専門学校に対し，参考１及びその添付資料のとおり，入学時における保証人契約の適

正化等の取組が要請されたところです。 

各文部科学大臣所轄学校法人におかれては，今般の調査結果における総務省の指摘事例

等も参考に，令和２年６月３日付け私学行政課事務連絡（参考２）により示した民法改正へ

の対応に係る留意事項を含め，設置する大学及び高等専門学校の入学時における保証人契

約に不備等がないかを改めて御確認の上，契約書面，在学生や保護者への説明，インターネ

ットでの情報提供などの在り方について，適切な対応に遺漏のないようお願いします。 

【本件問い合わせ先】 

（私立大学について） 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課法規係・企画係 

電話：03-5253-4111（内線 2533） 

E-mail：sigakugy@mext.go.jp    

（私立高等専門学校について） 

文部科学省高等教育局専門教育課高等専門学校係 

電話：03-5253-4111（内線 3347） 

E-mail：senmon@mext.go.jp    

 

mailto:sigakugy@mext.go.jp
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事 務 連 絡 

令和３年２月２５日 

 

各国立大学法人担当課 御中 

 

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課 

 

国立大学への入学時における保証人契約の適正化について 

 

総務省四国行政評価支局による「国立大学高等専門学校及び国立大学への入学手続き

に求められる保証人に対する保証内容の具体化」に係る抽出調査（令和３年１月 27 日

公表）及びその後に総務省行政評価局によって全国の国立大学を対象に行われた調査の

結果，国立大学への入学時における保証人契約において，下記の事例のとおり，保証人

に求める内容を保証書等に具体的に示していないものや，平成 29 年の民法改正に伴う

保証人契約における極度額の記載に対応していないものなどが複数見受けられ，全国的

な課題であることが明らかになりました。 

これを受け，令和３年２月 25 日付けで別添１の通知のとおり，総務省行政評価局長

より文部科学省大臣官房長に対し，改善が図られるよう要請がなされたところです。 

各国立大学法人におかれては，その設置する国立大学において，現行の保証人契約に

不備がないか御確認いただくとともに，保証人契約の必要性についても今一度検討し，

仮に保証人契約を締結する場合には，下記の措置を講ずるようお願いいたします。 

なお，保証人契約の見直しに関しては，別添２のとおり，独立行政法人国立高等専門

学校機構において，従前の学則で定めていた「保証人」を置くことを改め，代わりに「保

護者等」に関する取扱いを定め，金銭的な債務の保証ではなく，学生の身上に関する責

任を「保護者等」が負うこととする等，保証人契約自体を抜本的に見直していることも

御参考願います。 

 

記 

 
 
１．調査において確認された不適切な事例 

（１）保証書等の書面上では，学校が求める具体的な保証内容が不明なもの 

学校は保証人に対し，授業料等の納付などの金銭保証や，退学願等の同意などの

学生の身上に係る役割を求めるとしているが，保証書等の書面上では，「本人在学

中に生じた一切の義務」との抽象的な記述となっているものなど 
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（２）保証契約の種別に係る学校の認識が，保証書等の記述と異なっているもの 

授業料等の金銭債務の保証について，学校は「保証人」よりも責任の重い「連

帯保証人」と認識しているが，保証書等の署名欄等では「保証人」と記載してお

り，紛らわしいものなど 

 

（３）改正民法への未対応（極度額の記載なし）となっているもの 

極度額（保証人が支払の責任を負う金額の上限）を記載していない民法改正前

の保証書等を用い，保証契約が無効となっているものなど 

 

２．保護者等に保証を求める場合に講ずべき措置の内容 

（１）保証人に求める金銭債務に係る保証内容や学生の身上に係る役割を保証書等に 

具体的に記載すること。 

 

（２）保証契約の種別に係る学校の認識が，保証書等の記述と異なっているものについ

ては，保証書等の内容を見直すこと。 

 

（３）改正民法の施行後に，無効な保証契約を締結しているものについては，改正した 

保証書等を用い，改めて保証契約等を締結すること。 

 

 

（参考）国立高等専門学校及び国立大学への入学手続時に求められる保証人に対する保証内容の具体化－

四国地域行政苦情救済推進会議の意見を踏まえたあっせん－ 

（令和3年1月27日四国行政評価支局） 

＜本 文＞ https://www.soumu.go.jp/main_content/000730080.pdf 

＜事例集＞ https://www.soumu.go.jp/main_content/000730082.pdf 

 

 

 

 

 【問い合わせ先】  

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課法規係 

 電話：03-5253-4111 （内線 3760） 

Email：hojinka@mext.go.jp 



 

 

総 評 評 第 1 5 号 

令和 3 年 2 月 25 日 

 

 

 

文部科学省大臣官房長 殿 

 

 

総務省行政評価局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

国立大学への入学時における保証人契約の適正化に関する 

実態調査の結果（通知） 

 

 

この度、国立大学への入学時において求められる保証人契約について、その

実態を調査しました。 

調査の結果、国立大学への入学時における保証人契約について、学生の保証

人に求める内容を保証書等に具体的に示していないものや、民法改正に伴う保

証人契約における極度額の記載に対応していないものなど、保証人契約の内容

の見直しが必要な状況がみられました。 

貴省におかれては、各大学が、保証人の責任を明確にし、保証書等の内容を

見直す旨通知していただくよう、お願いします。 

 

 

担当：評価監視官 中井 幹晴 

電話：03(5253)5433 
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＜ポイント＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経緯＞ 

  1 四国行政評価支局（以下「四国支局」という。）は、入学する際に求めら

れる保証書の保証内容が抽象的でどこまで保証するのか分からず不安だ

との行政相談を受付 

2 四国支局は、四国の国立大学等に対して適切な措置を講ずるようあっせ

ん 

3 これを受け、本省行政評価局は、全国の状況を調査。その結果、四国と

同様の実態がみられたため、各大学において適切な措置を講ずる必要があ

る旨を示すよう、文部科学省に対し通知 

総務省行政評価局レポート（令 3.2.25） 

国立大学への入学時における保証人契約の適正化 

に関する実態調査 

国立大学への入学時において求められる保証人

契約について、令和 3年 2月現在、以下の実態が

明らかになった。このため、改善が図られるよう

文部科学省に通知 

〇 学生の保証人に求める内容を保証書等に具体

的に示していないもの 

〇 民法改正に伴う保証人契約における極度額の

記載に対応していないもの 
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〇 調査結果概要 

 

  

（参考）国立高等専門学校及び国立大学への入学手続時に求められる保証人に対する保証内容の具体化－四国地域行政

苦情救済推進会議の意見を踏まえたあっせん－ 

   （令和 3年 1月 27日 四国行政評価支局） 

   ＜本 文＞ https://www.soumu.go.jp/main_content/000730080.pdf 

   ＜事例集＞ https://www.soumu.go.jp/main_content/000730082.pdf 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

〇保証書等の書面上では、学校が求める具体的な保証内容が不明なもの 
（全国 15校 28事例（うち、四国支局の事例 9校 17事例）） 

・ 学校は保証人に対し、授業料等の納付などの金銭保証や、退学願等の同意などの学生の身上に

係る役割を求めるとしているが、保証書等の書面上では、「本人在学中に生じた一切の義務」と

の抽象的な記述となっているものなど 

〇保証契約の種別に係る学校の認識が、保証書等の記述と異なっているもの 
（全国 7校 9事例（うち、四国支局の事例 5校 7事例）） 

・ 授業料等の金銭債務の保証について、学校は「保証人」よりも責任の重い「連帯保証人」と認

識しているが、保証書等の署名欄等では「保証人」と記載しており、紛らわしいものなど 

〇改正民法に未対応（極度額の記載なし）となっているもの 
（全国 13校 22事例（うち、四国支局の事例 9校 17事例）） 

・ 極度額（保証人が支払の責任を負う金額の上限）を記載していない民法改正前の保証書等を用

い、保証契約が無効となっているものなど 

（注）上記のうち、四国支局については、令和 2年 10月現在の状況を調査したものである。 
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調 査 の 結 果  
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1 調査の趣旨・目的 

○ 先般、総務省四国行政評価支局（以下「四国支局」という。）において、国立高等専門

学校（以下「国立高専」という。）に入学する際、保護者及び保護者以外の者が保証人と

して署名する保証書の内容が抽象的で、何についてどこまで保証することになるのか分

からず不安であるので、保証内容を具体的に示してほしいとの行政相談を受けた。 

○ 四国支局は、類似事案を把握する必要があるとの四国地域行政苦情救済推進会議（以

下「推進会議」という。）の意見を踏まえ、四国内全ての 5 国立高専及び 5 国立大学の

計 10 校を調査した。その結果、保証書等の書面上では学校が求める具体的な保証内容

が不明なものや、改正民法に対応していない無効となる保証契約（保証の上限額が未記

載）を締結しているものなどの事例がみられた。 

○ 推進会議における「学校は、保証人に求める保証内容が分かるよう、保証書等にその

内容を具体的に記載する必要がある。」との意見を踏まえ、四国支局は国立高専及び国

立大学に対し、保証人に求める保証内容を具体的に記載することや、無効な保証契約に

ついては改めて保証契約を締結することなどの措置を講ずるよう、あっせんを行った。 

〇 当該あっせんを踏まえ、全国の国立高専を設置している国立高等専門学校機構は、保

証書等の標準様式を作成・通知するとともに、あっせんを踏まえた対応をとるよう各国

立高専に通知を行う予定としている。 

○ このため、本省行政評価局は、四国以外の国立大学における入学手続時に求められる

保証人契約に関する課題の有無について調査を実施した。 

 

2 調査結果 

四国支局が調査した国立の高専及び大学では、入学手続時に保証人等に対し、保証書等

の提出を求めていた。一方で、四国以外の国立大学では保証書等の提出を求めていない大

学もみられた。 

  保証書等で保証人に対し求める内容は、 

① 授業料、寄宿料、損害賠償など、金銭債務の保証に関するもの 

 ② 学生に学則等を遵守させることや、退学等の申請時に同意することなど、学生の身上

に係る役割に関するもの 

に大別することができる。 

今回、新たに四国以外の国立大学を計 15 校選定し、入学手続時に求められる保証人に

対する保証内容を調査した上で、全国の実態を整理したところ、次のような状況（※）がみ

られた。 

（※）四国支局が調査し、令和 3年 1月 27日に公表済みの事例が含まれる。 
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保証人が署名する保証書等（誓約書） 
の記述（抜粋） 

学校が当該保証書等で保証人に求め 
るとしている保証内容（主なもの） 

このたび上記の者が、貴校に入学を許可されましたの

で、 

在学中は、学則その他の諸規則を守らせる 

ことはもちろん、 

学籍を離れた後も、 

本人在学中に生じた一切の義務を、私が責任をもって

履行することを保証 

いたします。 

＜金銭債務の保証＞ 

・ 授業料及び寄宿料の納付 

・ 不法行為等により学校が被った不特

定の損害の賠償 

＜学生の身上に係る役割＞ 

・ 身分異動（休学願、復学願、退学願等）

の同意 

・ 緊急時の連絡対応 

保証人が署名する保証書等（入寮願書） 
の記述（抜粋） 

学校が当該保証書等で保証人に求め 
るとしている保証内容（主なもの） 

保護者（保証人） 

 氏名 

 住所 

 携帯電話番号 

 

＜金銭債務の保証＞ 

なし 

＜学生の身上に係る役割＞ 

なし 

① 書面上では学校が求める具体的な保証内容が不明なもの 

学校は保証人に対し、授業料の納付、不法行為等による損害賠償などについての

金銭保証や、身分異動（退学願等）の同意などについての学生の身上に係る役割を

求めるとしている。しかしながら、保証書等の書面上では、「本人在学中に生じた

一切の義務」との抽象的な記述となっており、学校が求める具体的な保証内容が分

からない。  

全国：15校 28事例 

（うち、四国支局の事例：9校 17事例） 

 

＜事例 1＞ 

（1）保証書等への保証内容の記述状況 

＜事例 2＞ 

学校は、保護者（保証人）欄への署名をもって、保護者の連絡先を把握すること

としている。しかしながら、保証書等の書面上では、同欄に「保護者（保証人）」

と記載されていることから、保証人として何らかの責任を求められているとの誤

解を招くおそれがある。 

(注) 保護者（保証人）欄への署名をもって、保護者の連絡先を把握 

※以下の事例で「保証人が署名する保証書等（誓約書）

の記述（抜粋）」欄の下線は、当局で付した。 
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保証人が署名する保証書等（誓約書） 
の記述（抜粋） 

学校が当該保証書等で保証人に求め 
るとしている保証内容（主なもの） 

私は、上記の者に 

学則及び学生宿舎に関する諸規則を遵守させる 

とともに、 

身上に関わること並びに寄宿料の滞納など、 

本人に関して生じた一切の責任を引き受けます。 

＜金銭債務の保証＞ 

・ 寄宿料の納付 

＜学生の身上に係る役割＞ 

・ 入寮に係る同意、本人が意思表示でき

ないとき（死亡、意識不明、行方不明）

の代理申請 

保証人が署名する保証書等（誓約書） 
の記述（抜粋） 

学校が当該保証書等で保証人に求め 
るとしている保証内容（主なもの） 

入寮するにあたり、 

寮規則及び下記事項を守ること 

を誓約します。 

1 自習時間は、勉学に専念することを約束します。 

2 他者への迷惑行為をしないことを約束します。 

3 同室者及び他の寮生とのコミュニケーションに努

めます。 

4 部屋割に関するクレームは申しません。 

（※ 学生本人の誓約） 

＜金銭債務の保証＞ 

・ 寄宿料及び寮生の生活上必要な経費 

（寮生交流事業費等）の納付 

・ 施設・設備等の原状回復に必要な費 

用の弁償 

＜学生の身上に係る役割＞ 

・ 入寮願・退寮願・在寮免除願への連 

 署 

・ インフルエンザ等の疾病 罹患
り か ん

時の連 

絡対応及び自家用車等による送迎 

＜事例 3＞ 

学校は保証人に対し、寄宿料納付についての金銭保証や、入寮に係る同意などに

ついての学生の身上に係る役割を求めるとしている。しかしながら、保証書等の書

面上では、「身上に関わること並びに寄宿料の滞納など、本人に関して生じた一切

の責任」との抽象的な記述となっており、学校が求める具体的な保証内容が分から

ない。 

＜事例 4＞ 

学校は保証人に対し、寄宿料等の納付、施設・設備等の原状回復費用の弁償につ

いての金銭保証や、インフルエンザ等罹患
り か ん

時の連絡対応などについての学生の身上

に係る役割を求めるとしている。しかしながら、保証書等の書面上では、学生本人

が寮規則を守ることなどを、保証人連署をもって誓約する記述となっており、学校

が求める具体的な保証内容が分からない。 
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【保証契約の種別に係る民法上の取扱いについて】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「保証人」と「連帯保証人」とでは責任の範囲が大きく違い、「連帯保証人」の方
が重い責任を課される。 

保証人（普通保証契約） 

（催告の抗弁権（民法第 452条）） 
債権者が保証人に債務の履行を求めた場合、まず主たる債務者に催告するよう請求できる

権利 

（検索の抗弁権（民法第 453条）） 
債権者が保証人に債務の履行を求めた場合、主たる債務者に弁済の資力があること等を証

明した上で、まず主たる債務者の財産について執行するよう請求できる権利 

（分別の利益（民法第 456条及び第 427条）） 
保証人が複数人いる場合、主債務の額を等しい割合で分割した額について保証債務を負担 

 
連帯保証人（連帯保証契約） 

  催告の抗弁権、検索の抗弁権、分別の利益なし 
 

保証書等で 2 人の保証人を求めており、1 人目の保証人は「保証人」、2 人目の保

証人は「連帯保証人」と記載している。保証書等の書面上では、1 人目の保証人との

保証契約は普通保証契約、2 人目の保証人との保証契約は連帯保証契約に該当する

ものとみられる。しかしながら、学校は、双方の保証人とも連帯保証契約を締結す

るものと認識しており、学校が求める保証責任が保証書等の記述と異なっている。 

 

保証書等に「連帯保証人」と記載しており、書面上では、保証人との保証契約は連

帯保証契約に該当するものとみられる。しかしながら、学校は、普通保証契約を締結

するものと認識しており、学校が求める保証責任が保証書等の記述と異なっている。 

 

② 保証契約の種別に係る学校の認識が、保証書等の記述と異なっているもの 

＜事例 1＞ 

保証書等の書面上では「保証人」と記載しているが、学校は「保証人」よりも責

任の重い「連帯保証人」と認識している。 

＜事例 2＞ 

保証書等の書面上では「連帯保証人」と記載しているが、学校は「保証人」と認

識している。 

全国：7校 9事例 

（うち、四国支局の事例：5校 7事例） 
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4月入学者については 3
月中に保証契約を締結
（極度額の定めは不要） 

4 月以降締結の極度
額を定めていない保
証契約は無効 

年度途中の入学者に
ついて無効な保証契
約を締結（3 校） 

4 月入学者の入学手続に
向けて保証書等の改正を
検討予定・検討中（10 校） 

 

 

 【民法改正に伴う個人根保証契約の保証人の責任等の見直し】 

 

 

 

 

 

 

   
 
 

      
      

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

なお、無効となる保証契約については、保証人が保証契約の無効を主張して保証

を拒んだ場合、主債務者である学生のみが債務を負うため、学生の困窮や退学・除

籍につながるおそれがある。 

  

金銭債務に係る保証については、民法改正（平成 29年 6月 2日公布、令和 2年 4

月 1日施行）により、保証人の保護の観点から、○○円などと極度額（保証人が支払

の責任を負う金額の上限）を定めていない個人根保証契約（注）は無効とされた。 

 なお、学校が保証人に保証を求める授業料や寄宿料などの金銭債務については、個

人根保証契約に該当するとされている。 

（注）一定の範囲に属する不特定の債務について、個人が保証する契約。例えば、保証人となる時点では何期

分、何年間分の授業料となるのかなど現実にどれだけの債務が発生するのかが不明確であり、どれだけの金

額の債務を保証するのかが分からないケース 

 

9月 10月 令和2年3月 令和3年4月 
改正民法公布 
平成29年6月 

改正民法施行 
4月1日 

（2）改正民法への対応状況（極度額の記載） 

① 改正民法の施行後に、無効となる保証契約を締結しているもの 

＜事例＞ 

学校は保証人に対し、入学料及び授業料の納付についての金銭保証を求めるこ

ととしているが、改正民法施行後の令和 2年 9月に入学した学生（11人）の保証

人との間で、極度額が定められていない保証書等を用い、無効となる保証契約を

締結している。 

全国：3校 3事例 

（うち、四国支局の事例：3校 3事例） 
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保証人との個人根保証契約について、令和 2 年 4 月の改正民法施行後（平成 29

年 6月の改正民法の公布からは 3年以上が経過）、当局の調査日現在（四国内の学

校は令和 2 年 10 月現在、その他の地域の学校は令和 3 年 2 月現在）、保証書等を

改正していない。 

これらの学校では、令和 3 年 4 月入学者の入学手続に向けて保証書等の改正を

検討予定又は検討中としている。 

なお、四国内の一部の私立大学では、令和 2年 3月中の契約であれば、改正民法

の施行前であることから、保証書等に極度額の記載は必須ではないが、保証人の保

護を目的とした改正民法の趣旨を踏まえ、令和 2 年 4 月の入学者（令和 2 年 3 月

手続）から、極度額（4年間の学費相当額 400万円）を記載した保証書等を用いて

保証契約を締結している例がみられた。 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

学校が改正民法施行後に改めた保証書等では、「極度額は年間授業料相当額」と

記載されている。 

しかし、○○円と具体的な金額は記載されておらず、以下のような疑念がある。 

ⅰ）年間授業料は変動する可能性あり 

ⅱ）1年間の授業料か複数年の授業料か不明 

ⅲ）初年度の年額授業料は入学手続案内で示されているが、当該金額が「年間授

業料相当額」と同一の額であるか不明 

このため、当該保証書等を用いて保証契約を締結しても、無効となるおそれがあ

る。 

  

② 改正民法施行後も保証書等を改正しておらず、当局調査日現在において、様式

の改正について検討予定又は検討中のもの 

＜事例＞ 

③ 改正民法の施行後に、保証書等を改めているものの、極度額が明確に記載され

ておらず、保証契約が無効となるおそれがあるもの 

＜事例＞ 

全国：10校 17事例 

（うち、四国支局の事例：6校 13事例） 

 

全国：2校 2事例 

（うち、四国支局の事例：1校 1事例） 
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3 まとめ 

  今回、25校（四国支局が調査したもの 10校を含む。）が入学手続に際して提出を求

めている保証書等の記載内容について調査を行った。その結果、書面上では学校が求

める具体的な保証内容が不明なものや、改正民法に対応していない保証契約を締結し

ているものなどの事例がみられ、全国的な課題であることがうかがえた。 

  このため、文部科学省は、保証人の責任を明確にし、その不安軽減を図るため、全

国の国立大学に対し、保護者等に保証を求める場合には、四国支局のあっせん事項に

掲げる次の措置を講ずるよう通知する必要がある。 

 

 ① 保証人に求める金銭債務に係る保証内容や学生の身上に係る役割を保証書等に

具体的に記載すること。 

② 保証契約の種別に係る学校の認識が、保証書等の記述と異なっているものについ

ては、保証書等の内容を見直すこと。 

③ 改正民法の施行後に、無効な保証契約を締結しているものについては、改正した

保証書等を用い、改めて保証契約等を締結すること。 



 

 

事 務 連 絡 

令和３年２月１８日 

 

各国立高等専門学校長 殿 

 

                       国立高等専門学校機構 

                         事務局長 土生木 茂雄 

 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項の制定 

に係る留意事項等について（通知） 

 

 令和３年２月１８日付け、高機学第１１２号「独立行政法人国立高等専門学校機構保

護者等に関する取扱要項の制定について」で通知しているところですが、運用にあたっ

ての留意事項等について下記のとおりお知らせいたしますので、ご対応いただきますよ

うお願いいたします。 

 

記 

 

１．「保護者等」に関する考え方と「保証人」の廃止について 

今回制定した取扱要項では、学校と連携し，学生を指導・支援する立場にある者とし

て「保護者等」に求める責任の範囲について明文化しました。 

高等専門学校において、学生が教育研究活動を円滑に遂行していくためには、教職員

による支援はもちろんのこと、学生の「保護者等」の協力が不可欠であり、「保護者等」

と学校が連携して学生を指導、支援していくことで、学生が安心して学修できる環境を

作り上げることが今回の取扱要項制定の目的となっております。 

また、「保護者等」に責任を求める以上、学生の学業成績、出席情報等に関する教務

情報、懲戒や問題行動等に関する指導事案、怪我や病気等の健康面等に関して、「保護

者等」に通知するよう、改めて明示しました。 

一方、民法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４４号）が令和２年４月１日

に施行されたことにより、「保証人」に対する責任の範囲の明確化が求められ、この法

律により、「極度額の定めのない個人根保証契約」は無効となりました。 

現在は、入学時や入寮時に「保証人」を選任するよう各高専の学則等で定め、「保証人」

に対し、授業料等の金銭債務及び学生の身上に関する責任を負うこととなっている例や、

「保証人」の責任の範囲が明確になっていない例があることと存じます。 

しかし、高等専門学校においては、①「保護者等」が学資等を負担するケースが多

ryoya-ueda
テキスト ボックス
別添２




 

 

く、「保護者等」を「保証人」としても金銭債務の保全効果は期待できないこと、②資

力の裏付けのない第三者を「保証人」とした場合でもそれは同様であり、また実際に

「保証人」に債務の履行を求めるケースは限られると想定されること、加えて、③学

生が在学中に負担すべき金銭債務は授業料にとどまらず、後援会費、学生会費等、多

種多様な名称・金額のものが存在すること及び④学生の不法行為に対する損害賠償債

務等については当該債務が生じる可能性及び額が不確定であり、これらを極度額とし

て一律に規定することは困難であること等から、従前の学則により定められていた

「保証人」を置くことを改め、代わりに「保護者等」に関する取扱いを定め、金銭的

な債務の保証ではなく、上記に述べた学生の身上に関する責任を、「保護者等」に負っ

ていただくこととして考え方を整理しました。 

 

２．各高等専門学校で対応いただきたいこと 

 （１）学則等の規則改正 

  ・各高等専門学校において学則等で規定している「保証人」に関する条文を令和３

年４月１日付けで改正されるようお願いいたします。 

  ・併せて、誓約書等の様式に関しても、理事長裁定で記載例を定めたので、適宜改

正されるようお願いいたします。 

 （２）令和３年度入学生への対応について 

  ・令和３年度入学生に対しては、改正後の学則等に基づくご対応をお願いいたしま

す。 

  ・推薦入学者等、既に既存の様式により対応いただいている場合は、改めて新様式

により再提出の対応をお願いいたします。 

 （３）「保護者等」への適切な連絡について 

  ・上記で説明させていただいたとおり、「保護者等」に責任を求める以上、学生の

学業成績、出席情報等に関する教務情報、懲戒や問題行動等に関する指導事案、怪

我や病気等の健康面等に関して、「保護者等」に確実に通知等していただきますよ

うよろしくお願いいたします。 

  ・今年度は特に、必要な情報が「保護者等」に伝わっていなかったことによるトラ

ブルが相次いでおりますので、ご留意いただきますようお願いいたします。 

 （４）本取扱要項の取扱いについて 

  ・厳密には民法上の定型約款に関する取扱いではありませんが、「保護者等」が誓

約していただく根拠となる本取扱要項について、保護者等にその内容等を周知する

必要があります。つきましては、文書による周知、高等専門学校のホームページや

学生便覧への掲載等、保護者等が確認できる方法で周知いただきますようよろしく

お願いいたします。 

 



 

 

 【本件担当】 

                        本部事務局学務課学務係 

                        TEL 042-662-3180 

                         Mail gakumu@kosen-k.go.jp 

mailto:gakumu@kosen-k.go.jp


 

 

 

高機学第１１２号 

令和３年２月１８日 

 

 

各国立高等専門学校長 殿 

 

 

                             国立高等専門学校機構理事長 

                                           谷 口  功 

                           （公印省略） 

 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項 

の制定について（通知） 

 

 

 このことについて、下記のとおり理事長裁定を制定したのでお知らせします。 

 

 

記 

 

【理事長裁定】 

 ・独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項 

  （令和３年２月１８日理事長裁定） 

 

 

 

 

 

 

 

（本件連絡先） 

  本部事務局学務課学務係 

TEL：042-662-3180 

E-mail: gakumu@kosen-k.go.jp 



 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項 

 

理事長裁定 

制定 令和 ３年 ２月１８日 

 

（目的） 

第１条 この要項は，国立高等専門学校（以下「学校」という。）に在学する学生が

教育研究活動を円滑に遂行していくうえで，学校と連携し，学生を指導・支援する

立場にある者（以下「保護者等」という。）に関して，必要な事項を定めるものと

する。 

 

（保護者等の要件） 

第２条 保護者等とすることができる者は，学生が未成年の場合においてはその親権

者又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条，第６条の４及び第７条で

定める学生を監護する者若しくは監護する施設等の長とする。また，学生が成年の

場合においては３親等以内の親族とする。 

２ 前項の要件に合った保護者等が選定できない場合は，独立の生計を営む成年者で

あり，学生の指導・支援への意向のある者とする。 

 

（保護者等による入学時の誓約） 

第３条 学生は，入学時に，学校で定めた誓約書により保護者等の連署を得て，入学

する学校の校長に提出するものとする。 

２ 前項の誓約書は別紙様式１を基に学校で作成するものとする。 

３ 学生は，誓約書に連署した保護者等を変更する場合又は保護者等の住所等変更が

あった場合は，学校の定める様式により，保護者等の連署を得て，速やかに学校に

提出するものとする。 

 

（保護者等の義務） 

第４条 保護者等は，学生の在学中における行為について，学則等の諸規則を遵守す

るよう学生を指導・監督する責任を負う。 

２ 保護者等は，学生が在学中に事件・事故等により，その生命若しくは身体に危険

を及ぼし，又は財産に重大な損害を及ぼす時若しくはその恐れのある時には，学校

と連携して，学生の保護に努めなければならない。 

 

（学生の身分異動等） 

第５条 学校は，学生が次に掲げる事項について学校に許可又は届け出を行う場合に

ついては，学校の定める様式により，保護者等の連署を得て，学校に提出させるも

のとし，その許可状況等について保護者等に通知するものとする。 

 一 退学 



 

 

 二 休学 

 三 復学 

 四 転学 

 五 留学 

 六 転学科 

七 授業料免除申請（徴収猶予を含む。） 

八 入寮申請 

 九 改姓及び改名 

 十 その他学生の身分異動に関すること 

 

（保護者等への通知） 

第６条 学校は次に掲げる学生の情報について，特段の事情がない限り，保護者等に

通知するものとする。 

 一 学業成績 

 二 出席情報 

 三 健康診断情報 

 四 学生が学校から表彰された場合 

 五 学生が学校から懲戒を受けた場合又は懲戒に準ずる指導を受けた場合 

 六 学生が問題行動等を起こした場合 

 七 学生が在学時に怪我や病気等になった場合 

八 その他学生に対する支援又は指導が必要な場合 

 

（緊急時の連絡） 

第７条 保護者等は緊急時に学校からの連絡を受けることができる連絡手段をあらか

じめ学校に伝えるものとする。 

２ 学校は，学生が事件事故等により被害にあった場合又はその恐れのある場合等の

緊急時には，前項に定める連絡手段を用いて，直ちに保護者等に連絡しなければな

らない。 

 

（保護者等への情報提供） 

第８条 学校は，保護者等に対し，学校の広報誌，学事日程等必要な情報について，

原則情報提供するものとする。 

 

（保護者等による入寮時の誓約） 

第９条 学校の寄宿舎に入寮する学生（以下「寮生」という。）は，学校で定めた入

寮誓約書により保護者等の連署を得て，校長に提出するものとする。 

２ 前項の誓約書は別紙様式２を基に学校で作成するものとする。 

３ 学生は，保護者等を変更する場合又は保護者等の住所等変更があった場合は，学

校の定める様式により，保護者等の連署を得て，速やかに学校に提出するものとす



 

 

る。 

 

（寮生の保護者等の義務） 

第１０条 保護者等は，寮生の在寮中における行為について，学則及び学生寮の諸規

則を遵守するよう寮生を指導・監督する責任を負う。 

２ 保護者等は，寮生が在寮中に事件・事故等により，その生命若しくは身体に危険

を及ぼし，又は財産に重大な損害を及ぼす時，若しくはその恐れのある時には，学

校と連携して，寮生の保護に努めなければならない。 

 

（寮生の保護者等への通知） 

第１１条 学校は次に掲げる寮生の情報について，特段の事情がない限り，保護者等

に通知するものとする。 

 一 寮生が在寮時に学校から懲戒を受けた場合又は懲戒に準ずる指導を受けた場合 

二 寮生が在寮時に問題行動を起こした場合 

 三 寮生が在寮時に怪我や病気等になった場合 

 四 寮生の継続入寮等に関する事項 

五 その他寮生に対する支援又は指導が必要な場合 

 

（緊急時の連絡） 

第１２条 保護者等は緊急時に学校からの連絡を受けることができる連絡手段をあら

かじめ学校に伝えるものとする。 

２ 学校は，寮生が事件事故等により被害にあった場合又はその恐れのある場合等の

緊急時には，前項に定める連絡手段を用いて，直ちに保護者等に連絡しなければな

らない。 

 

（寮生の保護者への情報提供） 

第１３条 学校は，寮生の保護者等に対し，学生寮の行事，取り組み等必要な情報に

ついて，原則情報提供するものとする。 

 

（雑則） 

第１４条 この要項に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

 

   附 則（令和３年 ２月１８日 制定） 

１ この要項は，令和３年２月１８日から施行する。ただし，第３条及び第９条の規

定は，令和３年度入学者及び入寮者から適用する。 

 



                              様式１ 

 

入学誓約書 （作成例） 

 

〇〇高等専門学校長 殿 

 

貴校に入学の上は学則等の諸規則が在学中は適用されることについて同意し、

諸規則を遵守することを誓います。 

 

令和  年  月  日 

 

○○高等専門学校 

○○      学科 

氏 名                        （自署） 

 

 

私は、「独立行政法人国立高等専門学校保護者等に関する取扱要項」（令和３

年２月１８日理事長裁定）に基づき、上記の者が貴校に在学中における行為につい

て、学則等の諸規則を遵守するよう指導・監督する責任を負うことを誓約します。 

なお、記載事項に変更が生じたときは、すみやかに本書を再提出いたします。 

 

 

（保護者等） 

住 所 

学生との関係 

氏 名                        （自署） 

緊急連絡先 

 

 

 

保護者等とは，学生が教育研究活動を円滑に遂行していくうえで，学校と連携し，学

生を指導，支援する立場にある者で，学生が未成年の場合においてはその親権者又は

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条，第６条の４及び第７条で定める学

生を監護する者若しくは監護する施設等の長とする。また，学生が成年の場合におい

ては３親等以内の親族とする。要件に合った保護者等が選定できない場合は，独立の

生計を営む成年者であり，学生の指導，支援への意向のある者とする。 



                  様式２ 

 

入寮誓約書（作成例） 

 

〇〇高等専門学校長 殿 

 

貴校学生寮に入寮の上は学則及び学生寮の諸規則が在寮中は適用されること

について同意し、諸規則を遵守することを誓います。 

 

 

令和  年  月  日 

 

○○高等専門学校 

○○      学科 

氏 名                        （自署） 

 

 

私は、「独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項」（令

和３年２月１８日理事長裁定）に基づき、上記の者が貴校の学生寮に在寮中におけ

る行為について、学則及び学生寮の諸規則を遵守するよう指導・監督する責任を

負うことを誓約します。 

なお、記載事項に変更が生じたときは、すみやかに本書を再提出いたします。 

 

 

（保護者等） 

住 所 

学生との関係 

氏 名                        （自署） 

緊急連絡先 

 

 

保護者等とは，学生が教育研究活動を円滑に遂行していくうえで，学校と連携し，学

生を指導，支援する立場にある者で，学生が未成年の場合においてはその親権者又は

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条，第６条の４及び第７条で定める学

生を監護する者若しくは監護する施設等の長とする。また，学生が成年の場合におい

ては３親等以内の親族とする。要件に合った保護者等が選定できない場合は，独立の

生計を営む成年者であり，学生の指導，支援への意向のある者とする。 



 

 

制定概要 

 

〇制定 

 「独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項」 

（令和３年２月１８日理事長裁定） 

 

○制定理由 

 １．高等専門学校において学生が教育研究活動を円滑に遂行していくためには、学

校の教職員による支援はもちろんのこと、学生の「保護者等」の協力が不可欠で

ある。「保護者等」と学校が連携して学生を指導、支援していくために、本要項に

おいて「保護者等」に求める責任の範囲を明文化することにより、学生が安心し

て学修できる環境を作り上げることとする。 

   また、「保護者等」に責任を求める以上、学生の学業成績、出席情報等に関する

教務情報、懲戒や問題行動等に関する指導事案、怪我や病気等の健康面等に関し

て、「保護者等」に通知するよう、改めて明示する。 

 ２．民法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４４号）が令和２年４月１日に

施行されたことにより、保証人に対する責任の範囲の明確化が求められ、この法

律により、「極度額の定めのない個人根保証契約」は無効となった。 

しかし、高等専門学校においては、①「保護者等」が学資等を負担するケース

が多く、「保護者等」を「保証人」としても金銭債務の保全効果は期待できないこ

と、②資力の裏付けのない第三者を「保証人」とした場合でもそれは同様であ

り、また実際に「保証人」に債務の履行を求めるケースは限られると想定される

こと、加えて、③学生が在学中に負担すべき金銭債務は授業料にとどまらず、後

援会費、学生会費等、多種多様な名称・金額のものが存在すること及び④学生の

不法行為に対する損害賠償債務等については当該債務が生じる可能性及び額が不

確定であり、これらを極度額として一律に規定することは困難であること等か

ら、従前の学則により定められていた「保証人」を置くことを改め、代わりに

「保護者等」に関する取扱いを定め、金銭的な債務の保証ではなく、上記に述べ

た学生の身上に関する責任を、「保護者等」が負うこととする。 
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事 務 連 絡 

令和２年６月３日 

各都道府県私立学校主管部課 

各文部科学大臣所轄学校法人担当課 

構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を  御中 

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

日本私立学校振興・共済事業団担当課 

 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課  

 

民法の一部を改正する法律等の施行について（周知） 

 

平素より私立学校行政の推進に御協力を賜り，ありがとうございます。 

民法の一部を改正する法律（平成 29年法律第 44号。以下「改正法」という。），民法

の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 29 年法律第

45号）及び労働基準法の一部を改正する法律（令和２年法律第 13号）が本年４月１日

に施行されました。これらの改正内容には消滅時効の期間の見直し等が含まれており，

私立学校に関わる主な内容及び留意点は以下のとおりであるので，所管省庁のホームペ

ージ等を参考に，適切に対応いただくようお願いします。 

各都道府県におかれては所轄の学校法人に，構造改革特別区域法第 12 条第１項の認

定を受けた各地方公共団体におかれては所轄の学校設置会社に対する周知をお願いし

ます。 

 

記 

 

第１ 民法（明治 29年法律第 89号）の一部改正 

１．消滅時効の期間（第 166条・第 167条関係） 

職業別の短期消滅時効が廃止され，債権一般について，①権利を行使することがで

きることを知った時から５年，②権利を行使することができる時から 10 年，のいず

れか早い方の経過によって時効が完成することとされたこと（第 166 条）。これに伴

い，①については，例えば，在学契約に係る学納金債権（従前は２年），奨学金の消費

貸借契約に係る奨学金債権（従前は 10年），附属病院の診療契約に係る診療報酬債権

（従前は３年）等による消滅時効の期間の違いがなくなり，５年に統一化されたこと。 

ただし，人の生命・身体の侵害及び人の生命・身体を害する不法行為による損害賠

償請求権については，①損害及び加害者を知った時から５年，②権利を行使すること

ができる時から 20 年，とする特則が設けられたこと（第 167条・第 724条の２）。

これに伴い，学校法人の安全配慮義務違反に基づく損害賠償責任について，債務不履

行を根拠とするか（従前は①５年，②10年），不法行為を根拠とするか（従前は①３

年，②除斥期間として 20 年）による消滅時効の期間や取扱いの違いがなくなったこ

と。 

chinatsu-k
テキスト ボックス
参考２
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なお，４月１日よりも前に債権が生じた場合（その原因となる法律行為が４月１日

よりも前にされた場合を含む。）には，原則として改正法による改正前の民法が適用

され，それ以外の場合には，改正後の民法が適用されること（改正法附則第 10 条第

１項）。 

 

２．個人包括根保証の禁止の対象拡大（第 465条の２）及び主債務の履行状況に関する

情報提供義務（第 458条の２） 

一定の範囲に属する不特定の債務を主たる債務とする保証契約であって保証人が

法人でないもの（個人根保証契約）は，極度額を定めなければその効力を生じないも

のとされたこと（第 465 条の２第２項）。これに伴い，各大学においては，例えば，

入学時において在学契約や寄宿舎の賃貸借契約等に基づき学生が負う各種債務（不特

定の場合に限る。）を主たる債務としてその保護者等との間で締結される保証契約は，

個人根保証契約として極度額の設定等の対応を行うことが望ましい。なお，極度額は

確定額を記載する必要があるところ，原則として当事者間で決定するものであること。 

また，債権者には，保証契約の保証人の請求があったときは，遅滞なく，主たる債

務の元本，利息等の不履行の有無並びにこれらの残額及びそのうち弁済期が到来して

いるものの額に関する情報を保証人に対して提供する義務が課されたこと（第 458条

の２）。これに伴い，各大学においては，保証人に対する照会窓口の設定等の対応を

行うことが望ましい。 

なお，４月１日よりも前に締結された契約には改正前の民法が，同日以後に締結さ

れた契約には，改正後の民法が適用されること。 

 

３．定型約款に関する規定の新設（第 548条の２～第 548条の４関係） 

定型取引に際し，①定型約款を契約の内容とする旨の合意があった場合，②定型約

款を契約の内容とする旨をあらかじめ相手方に表示していた場合には，定型約款の条

項の内容を相手方が認識していなくても合意したものとみなし，相手方の利益を一方

的に害すると認められる条項を除き，契約内容となるものとされたこと（第 548条の

２）。 

定型取引の定型約款の一方的な変更については，①変更が相手方の一般の利益に適

合する場合，②変更が契約の目的に反せず，かつ，変更の必要性，変更後の内容の相

当性，定型約款の変更の定めの有無その他の事情に照らして合理的な場合には，変更

後の定型約款の条項について合意があったものとみなし，契約内容を変更することが

できるものとされたこと（第 548条の４）。 

これらについては，契約成立時に相手方の請求に応じて定型約款の内容を提示する

ことや（548 条の３第１項），変更後の定型約款の内容，効力発生時期等をインター

ネット等により周知すること（548条の４第２項）も義務付けられたこと。 

これに伴い，各大学においては，不特定多数の在学生に適用される学則等の諸規程

について，定型取引における定型約款に該当しうることも考慮し，入学時に定型約款

を契約内容とする意思表示の確認の手続をとることや，当該諸規程の内容とその改正

履歴をホームページに掲載することが望ましい。 
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また，授業料等や修学支援等の内容は，学生や保護者が，入学等を検討する上で重

要な情報であることを踏まえ，学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令 11 号）第

172条の２の規定において，インターネット等により公表が義務付けられている大学

の教育研究活動等の状況についての情報に含まれていることに留意すること。 

なお，定型約款については，４月１日よりも前に締結された契約であっても，原則

として改正後の民法が適用されること。 

 

第２ 私立学校教職員共済法（昭和 28年法律第 245号）の一部改正 

民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律による改正

後の私立学校教職員共済法において，掛金徴収権及び還付請求権の消滅時効の起算点に

ついて，権利を行使することができる時からされたこと（第 34条）。具体的には，掛金

徴収権の消滅時効についてはその納期限の翌日が，徴収決定額の更正減額又は取消しに

よる還付請求権の消滅時効については当該処分をした日の翌日が，それぞれ起算点とな

り，従前の取扱いと変わらないこと。 

 

第３ 労働基準法（昭和 22年法律第 49号）の一部改正 

賃金請求権の消滅時効期間について，民法を踏まえて５年（従前は２年）を原則とし

つつ，労使関係への影響に鑑み，当分の間，３年とすることとされたこと（第 115条・

第 143条）。賃金台帳等の記録の保存期間についても，賃金請求権の消滅時効期間と

同様，５年（従前は３年）としつつ，当分の間，３年とすることとされたこと（第

109条・第 143条）。また，消滅時効の起算点は賃金支払日と明記されたこと（第 115

条）。なお，退職手当の請求権の消滅時効期間については，現行の５年が維持されたこ

と。 

 

以上 

 

参考資料 

① 法務省ホームページ（民法関係） 

http://www.moj.go.jp/MINJI/minji06_001070000.html 

② 厚生労働省ホームページ（労働基準法関係） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322_00037.html 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課法規係 

０３－５２５３－４１１１（内線２５３３） 

 

http://www.moj.go.jp/MINJI/minji06_001070000.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322_00037.html

